区分所有建物売買契約書
　売主○○○○（以下「甲」）と、買主○○○○（以下「乙」）は、区分所有建物の売買に関し、次のとおり契約を締結した。
第１条【売買の目的物の表示】
　甲は乙に以下の物件（以下「本物件」という）を売り渡し、乙はこれを買い受ける。
	建　　物
	一棟の建物の表示

	
	名　　称
	

	
	所　　在
	

	
	構　　造
	鉄筋コンクリート造／○階建
	延床面積
	㎡

	
	専有部分の表示

	
	家屋番号
	
	建物の番号
	
	種　　類
	居宅

	
	構　　造
	鉄筋コンクリート造／○階建
	床面積
	㎡

	
	建物の付属物、附属建物
	無

	土　　地
	敷地利用権の存する土地
	所　　在
	地　　番
	地　　目
	地　　積

	
	
	
	
	宅地
	㎡

	
	
	
	
	
	㎡

	
	
	
	
	
	㎡

	
	敷地利用権の内容
	権利の種類
	敷地権たる旨
の登記の有無
	共有持分
	土地面積
合計
	㎡

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


第２条【売買代金および支払いの時期・方法】
　本物件の売買代金は、金〇〇〇〇円也とし、乙は甲に下記のとおり支払う。
一　売買代金の支払時期
平成○○年○○月○○日

二　売買代金の支払方法
現金

第３条【所有権移転の時期】

　本物件の区分所有権および敷地利用権（以下「所有権等」という）は、乙が売買代金の全額を支払い、甲がこれを受領したときに、甲から乙に移転する。

第４条【引渡しの時期】

　甲は、乙に本物件を売買代金全額の受領と同時に引渡す。
第５条【所有権等移転登記の申請】

　甲は、売買代金全額の受領と同時に、乙の名義にするために、本物件の所有権等移転登記申請手続きをしなければならない。

２　所有権等移転登記申請手続きに要する費用は、乙の負担とする。

第６条【印紙代の負担】

　この契約書の貼付する収入印紙は、甲・乙が平等に負担するものとする。
第７条【公租・公課の負担】

　本物件に対して賦課される公租・公課は、引渡日の前日までの分を甲が、引渡日移行の分を乙が、それぞれ負担する。
２　公租・公課の分担金の精算は、代金支払時に行う。
第８条【収益の帰属・負担金の分担】

　本物件から生ずる収益の帰属および管理費、地代等各種負担金の分担については、前条を準用する。

第９条【瑕疵担保責任】

　瑕疵担保責任は負担しないものとする。

　ただし、甲が故意に瑕疵のあることを乙に告知しなかった場合はこの限りではない。

第１０条【協議事項】

　この契約に定めがない事項、またはこの契約条項に解釈上疑義を生じた事項については、民法その他関係法規および不動産取引の慣行に従い、甲および乙が、誠意をもって協議し、定めるものとする。

第１１条【訴訟管轄】

　本契約につき裁判上の争いとなったときは、訴訟の管轄裁判所を本物件所在地の管轄裁判所と定めるものとする。
本契約の成立を証するため、この契約書を２通作成して、甲乙各自１通を保有するものとする。

平成　　　年　　　月　　　日

甲　　住所
氏名

乙　　住所
氏名

